
 

介 護 保 険 最 新 情 報 

 

 

 

 

 

Vol.79９ 

令和２年３月 30 日 

厚生労働省老健局 

振興課・老人保健課 
 

貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

 

各都道府県介護保険担当課（室） 
各市町村介護保険担当課（室） 
各 介 護 保 険 関 係 団 体   御 中 

← 厚生労働省 老健局振興課、老人保健課 
 

今回の内容 

 

「2019 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和

２年３月 30 日）」及び「居宅介護支援の退院・退所加算に

関するＱ＆Ａ（令和２年３月 30 日）」の送付について 

計 11 枚（本紙を除く） 

連絡先  TEL : 03-5253-1111(内線 3948、3949) 

FAX : 03-3595-4010 

 



事 務 連 絡 

令和２年 3 月 30 日 

 

都道府県 

各 指定都市 介護保険主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

厚生労働省老健局振 興 課  

老人保健課  

 

 

「2019年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和２年３月 30日）」及び 

「居宅介護支援の退院・退所加算に関するＱ＆Ａ（令和２年３月 30日）」の 

送付について 

 

 

介護保険制度の運営につきましては、平素より種々ご尽力をいただき、厚く御礼申し上げ

ます。 

本日「2019年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和２年３月 30日）」及び「居

宅介護支援の退院・退所加算に関するＱ＆Ａ（令和２年３月 30日）」を送付いたしますので、

御了知の上、貴管下市町村や事業所等への周知を徹底し、その取扱いに当たっては遺漏なき

よう、よろしくお願い申し上げます。 

なお、これに伴い、平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A（Vol.１）問 241 並びに平成

27 年度介護報酬改定に関する Q&A（Vol.2）問 38、問 47、問 48、問 51、問 57 及び問 62 に

ついては、削除します。 
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2019年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４） 

（令和２年３月30日） 

 

【介護職員処遇改善加算・特定処遇改善加算の様式関係】 

問１ 令和２年４月分の介護職員処遇改善加算又は特定処遇改善加算を算定する場合、

介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書の提出期限はいつまでか。 

（答） 

・ 令和２年４月分の介護職員処遇改善加算又は特定処遇改善加算を取得しようとする介

護サービス事業所等は、令和２年４月15日までに介護職員処遇改善計画書・介護職員

等特定処遇改善計画書を提出する必要がある。 

 

 

問２ 地域密着型サービスの事業所であって、所在する市町村以外の市町村から地域密着

型サービスの指定（みなし指定を含む。）を受けている事業所等において、介護職員処遇

改善加算又は特定処遇改善加算を算定する場合、介護職員処遇改善計画書・介護職

員等特定処遇改善計画書については、どのように記載すればいいのか。 

（答） 

・ 指定権者毎に、以下の記載例を参考に、別紙様式２－２（介護職員処遇改善計画書（施

設・事業所別個表））又は別紙様式２－３（介護職員等特定処遇改善計画書（施設・事業

所別個表））を作成することとなる。 

 

・ なお、この場合においても賃金改善の計画については、１つのものとして作成することとなる。 

 

 （参考：記載例）  
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問３ 保険給付の訪問介護と総合事業における従前相当の訪問介護を実施している場合

で、同一事業所とみなしたときの介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計

画書（実績報告書）については、どのように記載するのか。 

（答） 

・ 本Ｑ＆Ａ問２と同様に扱われたい。 

 

 

問４ 介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書において、介護職員（職

員）の賃金の総額を計算するに当たり、「なお、これにより難い合理的な理由がある場合に

は、他の適切な方法により前年度の（介護職員）の賃金の総額を推定するものとする」とさ

れているが、「これにより難い合理的な理由がある場合」とは、例えばどのような場合を想定

しているのか。 

（答） 

・ これにより難い合理的な理由がある場合としては、例えば、 

- 前年の10月に事業所を新設した等サービス提供期間が12ヶ月に満たない場合、 

- 申請する前年度において職員の退職などにより職員数が減少し、基準額となる賃金総額

として適切でない場合、 

- 前年（１～12月）の途中から事業規模の拡大又は縮小を行い、申請年度においては、変

更後の事業規模で実施する予定である等、当該年度の賃金総額として適切な規模に推

定する必要がある場合 

等を想定している。 

 

  ・ なお、具体的な推計方法については、例えば、 

- サービス提供期間が12ヶ月に満たない場合は、12ヶ月サービスを提供していたと仮定

した場合における賃金水準を推計すること 

- 事業規模を拡大した場合は、比較時点にいない職員について、当該職員と同職であっ

て、勤務年数等が同等の職員の賃金水準で推計すること 

   等が想定される。 

  また、複数の介護サービス事業所等について一括して申請を行う事業所において、当

該申請に関係する事業所等に増減があった場合は、変更の届出が必要とされているが、

例えば、事業所が増加することにより、職員も増えた場合における推計方法は、当該職員と

同職であって勤務年数等が同等の職員の賃金水準で推計し、前年度（前年の１～12月）

の賃金総額を推計することが想定される。 
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問５ 令和２年度の介護職員処遇改善加算又は特定処遇改善加算を算定するに当たり、介

護職員処遇改善加算又は特定処遇改善加算の「前年度の賃金の総額」を算出する場合

の「賃金の総額」や「加算の総額」、「各介護サービス事業者等の独自の賃金改善額」は、

どのように記載すればいいか。 

（答） 

・ 賃金改善の見込額の算出に当たっては、前年度の賃金の総額等と加算の見込額を比較

し計算することとしているが、前年度の賃金の総額等については、原則、加算を取得する前

年の１月～12月の実績に基づき記載することを想定している。 

 

・ 令和元年10月から特定処遇改善加算を算定している場合の令和２年度の当該加算の取

扱いに関しては、 

- 特定処遇改善加算の総額について、10月～12月の実績（10月から算定した場合は、

10月サービス提供分について、12月に各都道府県の国保連から支払われた収入）から

12ヶ月分を推計（10月サービス提供分の介護報酬総単位数を用いて計算）し、 

- 前年度の介護職員（職員）の賃金の総額について、特定処遇改善加算の総額（12ヶ月

分を推計した額）と同額を前年度の介護職員（職員）の賃金の総額に含めて計算するこ

と（独自の賃金改善を行っている場合は、当該額を含めること） 

   等が想定されるが、個別の状況に応じ判断されたい。 

なお、独自の賃金改善を行っていない場合には、特定処遇改善加算の総額（12ヶ月分

を推計した額）と同額が前年度の介護職員（職員）の賃金の総額に含まれることから、相殺

されることとなる。 

 

・ また、本項目については、「賃金改善の見込額」が「処遇改善加算の見込額」を上回ること

を確認するものであり、独自の賃金改善額についても前年の１月～12月の実績に基づき記

載することを想定している。 
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問６ 介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書における「前年度におけ

る介護サービス事業者等の独自の賃金改善額」には、どのようなものを記載するのか。 

（答） 

・ 介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書を提出する前年度におい

て介護サービス事業者等が、加算額を上回る賃金改善を行うために実施した賃金改善額

（初めて処遇改善加算を取得した年度（交付金を取得している場合については交付金を初

めて取得した年度）以降に、新たに行ったものに限る。手当や定期昇給によるものなど賃金

改善の手法は問わない。）について、記載することを想定している。 

 

・ なお、このため、加算額を上回る賃金改善を行うために実施した「以前から継続している賃

金改善」についても記載することは可能である。 

 

 

問７ 介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書において、様式２－１の

「(3)賃金改善を行う賃金項目及び方法」のうち、「イ介護職員処遇改善加算」と「ロ介護職

員等特定処遇改善加算」の「具体的な取組内容」で、記載が求められる「（上記取組の開

始時期）」は、どの時点の年月を記載するのか。 

（答） 

・ 「イ介護職員処遇改善加算」については、初めて介護職員処遇改善加算を取得した年月

を、「ロ介護職員等特定処遇改善加算」については、特定処遇改善加算を取得した年月を

記載することを想定している。 

 

 

問８ 介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書に「加算対象となる職員

の勤務体制及び資格要件を確認しました。」の欄があり、証明する資料の例として、介護福

祉士登録証があるが、この資格要件については特定処遇改善加算を算定する場合のみチ

ェックするという認識で良いか。 

（答） 

・ お見込みのとおり。 
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問９ 別紙様式２－１介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書における

「⑦平均賃金改善額」の「ⅲ前年度の一月当たりの常勤換算職員数」は、「原則として、本

計画書を提出する前月の常勤換算方法により算出する」とされているが、職員数の変動が

あった場合など、前月の実績を用いることが適当でないと考えられる事業所においては、過

去３ヶ月の平均値や前々月の実績など、他の期間の実績を用いることは可能か。 

（答） 

・ お見込みのとおり。 

 

 

【特定処遇改善加算】 

問10 令和２年度からの介護職員処遇改善加算、特定処遇改善加算について、「介護職員

処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処

理手順及び様式例の提示について」（老発0305第６号令和２年３月５日付厚生労働省老

健局長）が発出されたが、令和元年度の実績報告は、本通知に基づき行うのか。 

（答） 

・ 本通知については、令和２年度の介護職員処遇改善加算及び特定処遇改善加算に係

る届出から適用するものであり、令和元年度の実績報告については、「介護職員等特定

処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」

（老発0412第８号平成31年４月12日付厚生労働省老健局長）に基づき報告することと

なる。 

 

 

問11 特定処遇改善加算の見える化要件については、2020年度から算定要件とするとされ

ていたが、令和２年度の特定処遇改善加算を算定する場合、介護職員処遇改善計画書・

介護職員等特定処遇改善計画書にはこの「見える化要件」についてどのように記載するの

か。 

（答） 

・ 見える化要件について情報公表システムを活用し満たす予定の事業所については、掲載

予定にチェックし、提出いただきたい。 
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問12 共生型サービスを提供する事業所において、特定処遇改善加算を算定する場合、月

額８万円の改善又は年収440万円となる者の設定は、介護サービスのみで設定する必要

があるのか。 

（答） 

・ 介護保険の共生型の指定を受け共生型サービスを提供している事業所においては、介護

保険の共生型サービスとして、月額８万円又は年額440万円の改善の対象となる者につい

て、１人以上設定する必要がある。なお、小規模事業所等で加算額全体が少額である場

合等は、その旨説明すること。また、介護サービスと障害福祉サービスを両方行っている事

業所についても同様に扱われたい。 

 

 

問13 2019年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.2）問１において「入居継続支援加算等

を算定できない状況が常態化し、3か月以上継続した場合に変更の届け出を行う」とある

が、特定処遇改善加算の算定区分が変更となるのはいつからか。 

（答） 

・ 入居継続支援加算等を算定できない状況が常態化し、3か月以上継続した場合に変更の

届け出を行うこととなるが、2019年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Ｖｏｌ．２）問１のとおり

当該届出の４ヶ月目から特定処遇改善加算の算定区分が変更となる。 

 

・ 例えば、３月まで入居継続支援加算等を算定していたが、４月、５月、６月と算定することが

できず、７月も入居継続支援加算等を算定できないとわかった場合には、７月から特定処

遇改善加算の算定区分の変更を行うこととなる。 

 

 

問14 2019年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.2）問12において、介護老人保健施設と

短期入所療養介護等について、事業を一体的に行っており、同一の就業規則等が適用さ

れる等労務管理が同一と考えられる場合は、月額８万円の改善又は年収440万円となる

者の設定にあたり、同一事業所とみなすことが可能とされているが、介護老人保健施設に

併設している通所リハビリテーションについても同様に扱うことは可能か。 

（答） 

・ 介護老人保健施設に併設する通所リハビリテーション事業所については、それぞれで、月

額８万円の改善又は年収440万円となる者を設定する必要がある。 
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問15 「月額８万円以上」又は「年額440万円以上」の改善の対象とし、賃金改善を行ってい

た経験・技能のある介護職員が、年度の途中で退職した場合には、改めて別の職員につい

て、「月額８万円以上」又は「年額440万円以上」の改善を行わなくてはならないか。 

（答） 

・ 特定処遇改善加算の配分に当たっては、賃金改善実施期間において、経験・技能のある

介護職員のグループにおいて、月額８万円の改善又は年収440万円となる者を１人以上

設定することが必要であるが、予定していた者が、賃金改善実施期間に退職した場合等に

おいては、指定権者に合理的な理由を説明することにより、当該配分ルールを満たしたも

のと扱うことが可能である。 

 

・ なお、説明に当たっては、原則、介護職員処遇改善実績報告書・介護職員等特定処遇

改善実績報告書の「④月額８平均８万円又は改善後の賃金が年額440万円となった者＜

特定＞」欄の「その他」に記載することを想定している。 

 

 

問16 特別養護老人ホームの併設の短期入所生活介護（ショート）と空床のショートをそれぞ

れ提供している事業所において、利用者が月の途中で、併設のショートから空床のショート

に移動した場合、当該月の特定処遇改善加算の区分はどのように取扱うのか。 

（答） 

・ 原則、それぞれのショートで満たす特定処遇改善加算の加算区分を取得することとなるが、

介護福祉士の配置等要件が異なることにより、特定処遇改善加算の区分がⅡからⅠに変

わる場合に加え、特定処遇改善加算の区分がⅠからⅡに変わる場合についても、当該月

に限り、特定処遇改善加算Ⅰを引き続き算定することが可能である。 
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問17 介護サービスと障害福祉サービス等を両方実施しており、職員が兼務等を行っている

場合における介護職員の賃金総額はどのように計算するのか。 

（答） 

・ 介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書に、職員の賃金を記載する

にあたり、原則、加算の算定対象サービス事業所における賃金については、常勤換算方法

により計算することとしており、同一法人において介護サービスと障害福祉サービスを実施し

ており、兼務している職員がいる場合においても、介護サービス事業所における賃金につい

て、常勤換算方法による計算をし、按分し計算することを想定している。 

 

・ 一方で、計算が困難な場合等においては実際にその職員が収入として得ている額で判断

し差し支えない。 

 

 

問18 「９ 処遇改善加算等の取得要件の周知・確認等について」の「(3)労働法規の遵守に

ついて」において、「労働基準法等を遵守すること」とされているが、訪問介護員の移動時

間については、労働基準法（昭和22年法律第49号）上、労働時間に該当すると考えるが

どうか。 

（答） 

・  貴見のとおり。「訪問介護労働者の法定労働条件の確保について」（平成16年８月27日

付け基発第0827001号）において、「移動時間とは、事業場、集合場所、利用者宅の相互

間を移動する時間をいい、この移動時間については、使用者が、業務に従事するために必

要な移動を命じ、当該時間の自由利用が労働者に保障されていないと認められる場合に

は、労働時間に該当するものである」とされている。 
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居宅介護支援の退院・退所加算に関するＱ＆Ａ 

（令和２年３月 30日） 

 

【居宅介護支援】 

○ 退院・退所加算について 

問 令和２年度診療報酬改定では、効率的な情報共有・連携を促進する観点から、情報通

信機器を用いたカンファレンスの実施が進むように要件が見直されるが、利用者又はそ

の家族の同意を得た上で、ICT を活用して病院等の職員と面談した場合、退院・退所加算

を算定してよいか。 

（答） 

○ 差し支えない。なお、当該取り扱いは令和２年４月以降に面談を行う場合に適用する

こととし、カンファレンス以外の方法によるものも含む。 

 

《参考１》指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成 12 年厚生告示第 20 号）

（抄） 

 ・別表 指定居宅介護支援介護給付費単位数表 

  居宅介護支援費 

  ホ 退院・退所加算 

注 病院若しくは診療所に入院していた者又は地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保

険施設に入所していた者が退院又は退所(指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定

に関する基準(平成 18 年厚生労働省告示第 126 号)別表指定地域密着型サービス介護給付費

単位数表の地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護のヨ又は指定施設サービス等に要

する費用の額の算定に関する基準(平成 12 年厚生省告示第 21 号)別表指定施設サービス等介

護給付費単位数表の介護福祉施設サービスのワの在宅・入所相互利用加算を算定する場合を

除く。)し、その居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用する場合において、

当該利用者の退院又は退所に当たって、当該病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又

は介護保険施設の職員と面談を行い、当該利用者に関する必要な情報の提供を受けた上で、

居宅サービス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行

った場合(同一の利用者について、当該居宅サービス及び地域密着型サービスの利用開始月に

調整を行う場合に限る。)には、別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、入院又

は入所期間中につき 1 回を限度として所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれか

の加算を算定する場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。また、初回加算

を算定する場合は、当該加算は算定しない。 

イ 退院・退所加算(Ⅰ)イ 450 単位 

ロ 退院・退所加算(Ⅰ)ロ 600 単位 

ハ 退院・退所加算(Ⅱ)イ 600 単位 

ニ 退院・退所加算(Ⅱ)ロ 750 単位 

ホ 退院・退所加算(Ⅲ) 900 単位 
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《参考２》指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管

理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関す

る基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12 年３月１日老企第 36 号）（抄） 

 ・第３ 居宅介護支援費に関する事項 

  13 退院・退所加算について 

  （１）総論 

   病院若しくは診療所への入院又は地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設（以下「病

院等」という。）への入所をしていた者が退院又は退所（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護又は介護福祉施設サービスの在宅・入所相互利用加算を算定する場合を除く。）し、その居宅

において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用する場合において、当該利用者の退院又は

対処に当たって、当該病院等の職員と面談を行い、利用者に関する必要な情報を得た上で、居宅

サービス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行った場合

には、当該利用者の居宅サービス又は地域密着型サービスの利用開始月に所定単位数を加算する。

ただし、初回加算を算定する場合は、算定しない、なお、利用者に関する必要な情報については、

別途定めることとする。 

（２）、（３） （略） 

 


